
 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

     

 

 

 

      

 

 

 

      

 

  

 

  

令和４年度答申第７１号

令和５年２月１４日

諮問番号 令和４年度諮問第６８号（令和４年１２月２７日諮問）

審 査 庁 厚生労働大臣

事 件 名 社会復帰促進等事業としてのアフターケアに係る健康管理手帳の不交

付決定に関する件

答 申 書

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。

結 論

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。

理 由

第１ 事案の概要

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が労働者災害補償保

険法（昭和２２年法律第５０号。以下「労災保険法」という。）２９条１項１

号（令和２年法律第１４号による改正前のもの。以下同じ。）に基づく社会復

帰促進等事業としてのアフターケア（以下「アフターケア」という。）に係る

健康管理手帳の交付を求める申請をしたところ、Ａ労働局長（以下「処分庁」

という。）が、審査請求人の障害は業務災害との因果関係が認められないとし

て、これを不交付とする決定をしたことから、審査請求人がこれを不服として

審査請求をした事案である。

１ 関係する法令の定め

（１）労災保険法２９条１項柱書は、政府は、労働者災害補償保険の適用事業

に係る労働者及びその遺族について、社会復帰促進等事業として、同項各

号に掲げる事業を行うことができると規定し、同項１号は、療養に関する
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施設及びリハビリテーションに関する施設の設置及び運営その他業務災害

及び通勤災害を被った労働者（以下「被災労働者」という。）の円滑な社

会復帰を促進するために必要な事業を掲げる。

（２）労災保険法２９条２項は、同条１項各号に掲げる事業の実施に関して必

要な基準は、厚生労働省令で定める旨規定するが、本件審査請求に係る処

分時、同基準を定める厚生労働省令はなかった（なお、令和２年厚生労働

省令第７０号による労働者災害補償保険法施行規則（昭和３０年労働省令

第２２号）の改正により規定を整備）。

２ 事案の経緯

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。

（１）審査請求人は、平成２９年６月２６日午後６時３０分頃、勤務している

Ｂ社本社隣接ビルの研修室施錠のため、歩道を歩行中に背後から来た自転

車に接触され（以下「本件業務災害」という。）、体勢を崩し、右足と首

を痛めた。その後、眼科医院及び外科医院を受診したところ、「調整衰弱

（両眼）」及び「外傷性頸部症候群」と診断され、加療の結果、令和元年

６月３０日にそれぞれ治癒（症状固定）となった。

（調査結果復命書（令和元年１１月１８日付け）、調査結果復命書

（令和２年２月４日付け ）、障害補償給付支給請求書、同請求書添付の診

断書）

（２）審査請求人は、令和元年８月２３日、 C労働基準監督署長（以下「本件監

督署長」という。）に対し、労災保険法１２条の８第２項の規定に基づき、

障害補償給付の支給請求をし、同署長は、同年１１月１９日付けで、審査

請求人の残存障害は障害等級第１４級の９と認定し、障害補償給付の支給

を決定した（以下「本件障害補償給付決定」という。）。なお、審査請求

人の眼の調節機能に関する障害は、本件業務災害との明確な因果関係があ

るとは認められないから評価しないとされた。

（障害補償給付支給請求書、調査結果復命書（令和元年１１月１８日付

け）、決定書（本件障害補償給付決定に係る審査請求に対するもの。）

（令和２年１１月３０日付け））

（３）審査請求人は、令和元年７月２４日付け（同年８月２３日受付）で、処

分庁に対し、対象傷病を「白内障等の眼疾患」（対象傷病コード：０５）

として、アフターケアに係る健康管理手帳の交付申請（以下「本件申請」

という。）をした。
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（健康管理手帳交付申請書）

（４）処分庁は、令和２年２月１０日付けで、審査請求人に対し、「本件アフ

ターケアの申請にかかる眼疾患は、平成２９年６月２６日の災害との明確

な因果関係が認められないため」との理由を付して、健康管理手帳を不交

付とする決定（以下「本件不交付決定」という。）をした。

（健康管理手帳の新規交付申請に係る不交付決定通知書）

（５）審査請求人は、令和２年５月１１日、審査庁に対し、本件不交付決定を

不服として本件審査請求をした。

（審査請求書）

（６）審査庁は、令和４年１２月２７日、当審査会に対し、本件審査請求は棄

却すべきであるとして諮問をした。

（諮問書、諮問説明書）

３ 審査請求人の主張の要旨

本件不交付決定の理由として、本件申請に係る眼疾患は本件業務災害との

明確な因果関係が認められないとあるが、①眼の不調（両目調節障害・輻輳

不全等）は本件業務災害を境に生じた。②眼の不調は同じ事故の他部位加療

医院（脳神経外科）でも認識しており、加療効果を上げるために眼科受診を

同外科の医師から指示された。③当該医師からの指示紹介を受けて、眼科医

院での眼科受診に係る療養補償給付申請もしており、受診当初から１年超継

続受診して療養費も療養補償給付として既に支払われている。④眼科医院の

医師が、眼の不調は本件業務災害による「いわゆるむち打ち症」による傷病

と一貫して言っており、それを前提に加療している。⑤当該医師からアフタ

ーケアの利用を勧められ、アフターケアを要す旨の意見書も出ている。

以上から、上記の不支給決定理由は承服しかねる。よって、本件不交付決

定の取消しを求める。

第２ 諮問に係る審査庁の判断

審査庁の判断は、おおむね以下のとおりであり、審理員意見書も同旨である。

アフターケアの運用は、「社会復帰促進等事業としてのアフターケア実施要

領」（「社会復帰促進等事業としてのアフターケア実施要領の制定について」

平成１９年４月２３日付け基発第０４２３００２号（最終改正平成２８年３月

３０日付け基発０３３０第５号）の別添。以下「実施要領」という。 )で定め、

その対象者は、実施要領の３の（１）で実施要領別紙の「傷病別アフターケア

実施要綱」（以下「実施要綱」という。）に定めるところによるとする。
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白内障等の眼疾患に係るアフターケアの対象者は、実施要綱の第５の２で、

①業務災害（通勤災害）による白内障、緑内障、網膜剥離、角膜疾患、眼瞼内

反等の眼疾患の傷病者であって労災保険法による障害補償給付（障害給付）を

受けている者又は受けると見込まれる者（症状固定した者に限る。）のうち、

医学的に早期にアフターケアの実施が必要であると認められる者に対して行う、

②事業場の所在地を管轄する都道府県労働局長は、医学的に特に必要があると

認めるときは、業務災害（通勤災害）による眼疾患の傷病者であって、労災保

険法による障害補償給付（障害給付）を受けていない者（症状固定した者に限

る。）についてもアフターケアを行うことができるとする。

本件監督署長は、審査請求人の本件業務災害に係る傷病のうち、眼に係る傷

病（眼の調節機能障害等）は、調査の結果本件業務災害との間に因果関係は認

められないものとして、眼の傷病に係る療養補償給付を不支給とし、支払済み

であった診療費を回収する決定をした。また、審査請求人の眼に係る傷病は、

本件業務災害との明確な因果関係は認められないことから、障害認定において

眼の調節機能障害は評価しないこととしている。したがって、審査請求人が主

張する眼の傷病は、実施要綱に定める要件に該当せず、アフターケアの支給対

象者には該当しないものと判断される。

以上のとおり、処分庁が審査請求人に対して行った本件不交付決定は妥当で

あり、本件審査請求には理由がないことから棄却されるべきである。

第３ 当審査会の判断

当審査会は、令和４年１２月２７日、審査庁から諮問を受け、令和５年１月

１２日、同月２６日及び同年２月９日の計３回、調査審議をした。

また、審査庁から、令和５年１月２０日及び同月３０日、主張書面及び資料

の提出を受けた。

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について

（１）本件では、本件審査請求の受付（令和２年５月１１日）から本件諮問

（令和４年１２月２７日）までに約２年７か月の期間を要しているところ、

特に、 

① 審査請求書の受付（令和２年５月１１日）から審理員指名及び通知

（同年７月３日付け）までに約２か月 

② 弁明書の受付（令和２年８月１１日）からその副本を審査請求人に対

して送付（同月２６日付け）するまでに約２週間 

③ 口頭意見陳述（及びこれに代わる書面のやりとり）の実施（口頭意見
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陳述の申立て（令和２年１１月２０付け）をしてから処分庁の回答に対

する審査請求人からの反論書の提出期限（令和４年４月２１日）が経過

するまで）に約１年５か月 

④ 上記③の反論書の提出期限が経過してから審理終結（同年６月２０日

付け）までに約２か月

を要した結果、（ア）審理手続（審理員の指名（令和２年７月３日付け）

を受けてから審理員意見書を審査庁に提出（令和４年６月２１日付け）す

るまで）に２年近くを要し、さらに、（イ）審理員意見書の提出（令和４

年６月２１日付け）から本件諮問（同年１２月２７日付け）までに半年を

費やしている。

上記の理由を審査庁に照会したところ、（ア）については業務多忙のほ

か、特に③については、新型コロナウイルス感染症の影響（審査請求人の

同ウイルス感染疑いやまん延防止等重点措置等）による口頭意見陳述の度

重なる開催延期のためと、①及び（イ）については業務多忙のためとのこ

とであった。

上記③の反論書の提出期限の間近に審理員の指名替えがあったものの、

感染症まん延というやむを得ない理由により遅延したとするものを除けば、

このような期間を要したことについて特段の理由があったとは認められな

い。審査庁及び審理員においては、審査請求事件の進行管理を改善するこ

とにより、事件の手続の迅速化を図る必要がある。

なお、このように口頭意見陳述（及びこれに代わる書面のやりとり）に

相当の時間を要したことについて審査請求人に特段の意見はみられないが、

３回目の開催期日を設定する際に審理員が審査請求人に伝えたように、簡

易迅速な救済という行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の目的に

照らすと審理手続のこのような長期化は決して望ましいものではない。対

面で意見を陳述することが困難な環境であれば、審理員が審査請求人と連

絡を密にして、例えば、行政不服審査法施行令（平成２７年政令第３９１

号）８条に規定する映像等の送受信による通話の方法による口頭意見陳述

の実施を検討する、あるいは、審理員も案内しているが、審査請求人が反

論書の提出によっても十分であると考えるのであれば、反論書の提出を受

けてこれに丁寧に対応する、などして、迅速に審理手続を進めることが期

待される。

（２）上記（１）で指摘した点以外には、本件諮問に至るまでの一連の手続に
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特段違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。

２ 本件不交付決定の適法性又は妥当性について

（１）労災保険法２９条１項柱書及び同項１号は、政府が、労災保険の適用事

業に係る労働者等について、社会復帰促進等事業として、被災労働者の円

滑な社会復帰を促進するために必要な事業を行うことができる旨定めてお

り、労災保険法の目的に照らして、社会復帰促進等事業は労働者災害補償

保険制度による保険給付を補完するものと解される。被災労働者に対する

アフターケアは、上記社会復帰促進等事業の一つとして行われるものであ

り、その実施に関して必要な基準である厚生労働省令は本件不交付決定当

時定められていなかったが、実施要領及び実施要綱に定める基準によって

行われていたものである。

実施要領及び実施要綱は、アフターケアの対象傷病を掲げ、傷病ごとに、

アフターケアの対象者の要件を具体的に定め、当該者に対してアフターケ

アを受けるために必要な手帳を交付することとし、診察等の保健上の措置

の範囲を定めている。かかる実施要領等の定める基準には特段不合理な点

はない。

（２）審査請求人は、アフターケアの対象傷病を「白内障等の眼疾患」（対象

傷病コード：０５）として、本件申請をしていることから、以下「白内障

等の眼疾患」について検討する。

白内障等の眼疾患に係るアフターケアの対象者は、実施要綱の第５の２

において、①業務災害による白内障等の眼疾患の傷病者であって労災保険

法による障害補償給付を受けている者又は受けると見込まれる者（症状固

定した者に限る。）のうち、医学的に早期にアフターケアの実施が必要で

あると認められる者に対して行うとされ、②都道府県労働局長は、医学的

に特に必要があると認めるときは、業務災害による眼疾患の傷病者であっ

て、労災保険法による障害補償給付を受けていない者（症状固定した者に

限る。）についてもアフターケアを行うことができるとされている。

そうすると、アフターケアの対象者に該当するかどうかは、まず、業務

災害による眼疾患の傷病者であるかどうかによることになる。

（３）これを本件についてみると、障害等級を調査目的とする労働基準監督官

による調査結果復命書（令和元年１１月１８日付け）では、「眼の調節機

能障害については、局医意見のとおり、災害との明確な因果関係にあると

は認められないことから、評価しないことといたしたい。」とされ、また、
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その根拠となったＡ労働局地方労災医員作成の意見書（令和元年１１月１

２日付け）では、「請求人の両眼調整衰弱については、心因性の介在を否

定できず、災害との明確な因果関係があるとは認められない。」とされて

おり、同復命書を基に、本件監督署長は、令和元年１１月１９日付けで、

頸部についてのみ障害等級第１４級の９と認定し、本件障害補償給付決定

をしている（決定書（本件障害補償給付決定に係る審査請求に対するも

の。）（令和２年１１月３０日付け））。

そうすると、障害等級の調査において審査請求人の眼疾患が本件業務災

害との明確な因果関係があるとは認められないとされ、それに基づき障害

補償給付がされているのであるから、審査請求人は、業務災害による眼疾

患の傷病者であるとはいえず、アフターケアの対象者に該当しないことと

なる。

（４）次に、審査請求人の主張について検討する。

ア 審査請求人は、眼疾患と本件業務災害とは因果関係がある旨主張する。

しかし、そのことは、本来、別の手続（本件障害補償給付決定に対する

審査請求）で争うべきものである。なお、実際、審査請求人はそうした

審査請求をしているが、本件審査請求においてもるる主張するのは、処

分庁が、本件不交付決定の理由として、審査請求人の眼疾患は本件業務

災害との明確な因果関係が認められないためと示したことが契機となっ

ていると思われる。この点については下記３で付言している。

イ また、審査請求人は、眼疾患の治療には療養補償給付として療養の給

付を受けたから、眼疾患と本件業務災害とは因果関係がある旨も主張す

る。事件記録によれば、確かに、審査請求人は療養の給付を受けていた

が、本件監督署長は、本件障害補償給付決定の後であって本件審査請求

より前に、当該療養補償給付の返納を求める旨を予告する連絡をし、本

件審査請求の後である令和２年７月１３日付けで、目に係る傷病（目の

調節機能障害等）は、調査の結果本件業務災害に係る負傷との因果関係

がないものと判断した旨の理由により、療養補償給付たる療養の給付の

支給決定を取り消す等の処分をしているのであるから、審査請求人の主

張は、その後に前提を欠くものになったといわざるを得ない。

ウ なお、審査請求人は、本件審査請求に至る経緯として、令和元年７月

２４日に処分庁を訪問し、本件申請をしようとしたところ、先に障害等

級認定を受ける必要があるとして、その時点では正式に受け付けられな
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かった旨指摘する。

このことについて、審査庁を経由して処分庁に事実関係を照会したとこ

ろ、当時の記録に該当する事実を示すものがなく、審査請求人の指摘が事

実か否かは不明であり、受け付けなかった理由は回答できないとのことで

あった。

しかし、審査請求人の主張する訪問日と本件申請に係る申請書の日付

（令和元年７月２４日）とは一致しているし、訪問した際に指摘されたと

いう手順に従って、訪問後に障害補償給付を申請してから本件申請をして

いることが事件記録から確認でき、また、本件申請に係る申請書の日付か

らあえて１か月後（同年８月２３日受付）に本件申請をするべきほかの理

由も見当たらないから、審査請求人は訪問日に本件申請をした蓋然性は高

いといえる。そうすると、処分庁は、訪問日に審査請求人から本件申請が

あったときには、障害補償給付の申請が前提となる旨を説明しつつも、本

件申請を返戻すべきではなかった（行政手続法（平成５年法律第８８号）

７条参照）。すなわち、本件申請を受け付けた上で、その申請書に記載事

項の不備はないかどうか等を確認し、障害補償給付の申請の結果を待って

（その結果が出るのに時間を要する場合を除く。）、速やかに審査を進め

るべきであった。

（５）小括

以上検討したところによれば、審査請求人は、白内障等の眼疾患に係るア

フターケアの対象者に該当しないから、本件不交付決定は、違法又は不当

とはいえない。

３ 付言

本件不交付決定の通知書には、処分の理由として、審査請求人の眼疾患は

本件業務災害との明確な因果関係が認められないためと記載されている（上

記第１の２（４））。これだけでは、処分の名宛人が処分の理由を正しく理

解することは困難であると言わざるを得ない。処分庁は、弁明書で「審査請

求に対する弁明」として述べたように、本件不交付決定の理由として、眼疾

患は障害補償給付の支給決定において業務災害によるものと認められていな

いから、実施要綱に定めるアフターケアの対象者の要件である業務災害によ

る眼疾患の傷病者に該当しないことをもって不交付としたことを示すべきで

あった。今後、処分庁は、アフターケアに係る健康管理手帳の不交付決定に

際しては、当該処分の理由として、実施要綱の要件を記載した上で、そのう
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ちどの要件に何故該当しないのか具体的に分かりやすく説明するべきである。

４ まとめ

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問

に係る審査庁の判断は、妥当である。

よって、結論記載のとおり答申する。

行政不服審査会 第３部会

委 員 三 宅 俊 光

委 員 佐 脇 敦 子

委 員 中 原 茂 樹
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